
四半期報告書 

（第46期第１四半期） 

自 平成26年４月１日 

至 平成26年６月30日 

 

三協フロンテア株式会社 

千葉県柏市新十余二５番地 

2014/08/12 13:36:30／14005258_三協フロンテア株式会社_第１四半期報告書



目       次 

  頁

表 紙  

   

第一部 企業情報  

第１ 企業の概況  

１ 主要な経営指標等の推移 ………………………………………………………………………………………… 1

２ 事業の内容 ………………………………………………………………………………………………………… 1

第２ 事業の状況  

１ 事業等のリスク …………………………………………………………………………………………………… 2

２ 経営上の重要な契約等 …………………………………………………………………………………………… 2

３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 ………………………………………………… 2

第３ 提出会社の状況  

１ 株式等の状況  

(1）株式の総数等 …………………………………………………………………………………………………… 4

(2）新株予約権等の状況 …………………………………………………………………………………………… 4

(3）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等 ………………………………………………… 4

(4）ライツプランの内容 …………………………………………………………………………………………… 4

(5）発行済株式総数、資本金等の推移 …………………………………………………………………………… 4

(6）大株主の状況 …………………………………………………………………………………………………… 4

(7）議決権の状況 …………………………………………………………………………………………………… 5

２ 役員の状況 ………………………………………………………………………………………………………… 5

第４ 経理の状況 …………………………………………………………………………………………………………… 6

１ 四半期連結財務諸表  

(1）四半期連結貸借対照表 ………………………………………………………………………………………… 7

(2）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 …………………………………………………… 9

四半期連結損益計算書 ………………………………………………………………………………………… 9

四半期連結包括利益計算書 …………………………………………………………………………………… 10

２ その他 ……………………………………………………………………………………………………………… 12

第二部 提出会社の保証会社等の情報 ……………………………………………………………………………………… 13

   

［四半期レビュー報告書］  

 

2014/08/12 13:36:30／14005258_三協フロンテア株式会社_第１四半期報告書



【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成26年８月11日 

【四半期会計期間】 第46期第１四半期（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日） 

【会社名】 三協フロンテア株式会社 

【英訳名】 SANKYO FRONTIER CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  長妻 貴嗣 

【本店の所在の場所】 千葉県柏市新十余二５番地 

【電話番号】 ０４（７１３３）６６６６（代表） 

【事務連絡者氏名】 常務取締役管理本部長  端山 秀人 

【最寄りの連絡場所】 千葉県柏市新十余二５番地 

【電話番号】 ０４（７１３３）６６６６（代表） 

【事務連絡者氏名】 常務取締役管理本部長  端山 秀人 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 

2014/08/12 13:36:30／14005258_三協フロンテア株式会社_第１四半期報告書



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第45期 

第１四半期連結 
累計期間 

第46期 
第１四半期連結 

累計期間 
第45期 

会計期間 
自平成25年４月１日 
至平成25年６月30日 

自平成26年４月１日 
至平成26年６月30日 

自平成25年４月１日 
至平成26年３月31日 

売上高 （千円） 5,997,478 6,523,768 26,747,495 

経常利益 （千円） 725,429 771,168 3,244,934 

四半期（当期）純利益 （千円） 385,381 437,972 2,051,546 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 412,709 428,817 2,131,871 

純資産額 （千円） 20,119,416 21,512,714 21,419,581 

総資産額 （千円） 42,181,937 48,669,789 47,743,975 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 17.33 19.70 92.28 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 47.7 44.2 44.9 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３．売上高には、消費税等は含んでおりません。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

(1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、企業収益の回復を受け、日経平均株価も好調に推移し、設備

投資も増加するなど、緩やかな回復基調が継続しております。一方で、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反

動による個人消費の落ち込みや、ヨーロッパを中心とした国際情勢の悪化に伴う経済の減速も懸念されており、楽

観視はできない状況となっております。 

ユニットハウス業界におきましては、公共投資の堅調な推移などにより、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要

の反動減の影響はあまり受けず、需要が高い状態が継続しております。

このような情勢のなか、当社グループは、生産及び物流拠点の設備拡充やレンタル資産整備体制の強化を進め、

需要増加に対応できる体制を整えております。また、展示販売場やトランクルーム等の販売ネットワーク拡充につ

いても、計画に沿って継続して取り組んでおります。

これらの結果、当第１四半期連結累計期間のユニットハウス事業の売上高は6,445百万円（前年同期比8.9％増）

となりました。その他の事業につきましては、当第１四半期連結累計期間の売上高は78百万円（前年同期比3.8％

減）となりました。

上記の結果、当第１四半期連結累計期間売上高は6,523百万円（前年同期比8.8％増）となりました。

利益面におきましては、製造及び物流部門の原価低減を推進し、営業利益782百万円（前年同期比4.9％増）、経

常利益771百万円（前年同期比6.3％増）、四半期純利益437百万円（前年同期比13.6％増）となりました。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社では、法令及び社会規範の順守を前提として、①効率的な資産運用及び利益重視の経営による業績の

向上ならびに積極的な利益還元、②経営の透明性確保、③顧客をはじめあらゆるステークホルダーから信頼される

経営体制の構築を推進し、中長期的かつ総合的に企業価値・株主価値の向上を目指しており、この方針を支持する

ものが「会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者」であることが望ましいと考えています。

また、上記の方針に照らして不適切な者が当社支配権の獲得を表明した場合には、当該表明者や東京証券取引所

その他の第三者（独立社外者）とも協議のうえ、上記の方針に沿い、株主の共同の利益を損なわず、役員の地位の

維持を目的とするものでないという、３項目の要件を充足する必要かつ妥当な措置を講じるものとします。 

 

(3）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、41百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(4）主要な設備 

前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第

１四半期連結累計期間において著しい変更はありません。
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(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に対し925百万円増加し48,669百万円となり

ました。変動の大きかった主なものは、レンタル資産の増加593百万円、商品及び製品の増加404百万円、売掛金の

減少502百万円などであります。

負債の合計額は、前連結会計年度末に対し832百万円増加し27,157百万円となりました。変動の大きかった主な

ものは、短期及び長期借入金の純増加額1,570百万円、未払法人税等の減少534百万円、買掛金の減少530百万円な

どであります。

純資産の合計額は、前連結会計年度末に対し93百万円増加し21,512百万円となりました。自己資本比率は44.2％

となっており、健全な財務状況を保っております。

 

- 3 -

2014/08/12 13:36:30／14005258_三協フロンテア株式会社_第１四半期報告書



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年８月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 23,356,800 23,356,800

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は、1,000株で

あります。

計 23,356,800 23,356,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成26年４月１日～

 平成26年６月30日
－ 23,356 － 1,545,450 － 2,698,150

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  1,124,000 －

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は、1,000株でありま

す。

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,191,000 22,191 同上

単元未満株式 普通株式   41,800 － －

発行済株式総数      23,356,800 － －

総株主の議決権 － 22,191 －

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

三協フロンテア株式会社 千葉県柏市新十余二５ 1,124,000 － 1,124,000 4.81

計 － 1,124,000 － 1,124,000 4.81

 （注）当第１四半期会計期間末日現在の自己株式の数は、1,124,000株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,532,318 2,316,525 

受取手形 889,318 1,020,993 

営業未収入金 3,511,119 3,538,344 

売掛金 1,341,478 839,016 

販売用不動産 17,964 17,964 

商品及び製品 1,253,529 1,657,546 

仕掛品 397,807 449,677 

原材料及び貯蔵品 1,117,904 1,284,008 

繰延税金資産 209,702 117,771 

その他 275,486 478,490 

貸倒引当金 △24,605 △22,464 

流動資産合計 11,522,023 11,697,872 

固定資産    

有形固定資産    

レンタル資産（純額） 18,668,982 19,262,578 

建物（純額） 3,606,617 3,585,088 

土地 9,275,025 9,275,025 

建設仮勘定 204,142 183,260 

その他（純額） 3,383,178 3,566,355 

有形固定資産合計 35,137,945 35,872,308 

無形固定資産 237,489 230,883 

投資その他の資産 ※１ 846,516 ※１ 868,725 

固定資産合計 36,221,951 36,971,916 

資産合計 47,743,975 48,669,789 

負債の部    

流動負債    

支払手形 204,674 285,649 

買掛金 5,281,541 4,750,630 

短期借入金 1,727,996 3,323,196 

未払費用 2,615,654 2,757,167 

未払法人税等 803,170 268,239 

賞与引当金 349,413 179,814 

役員賞与引当金 3,500 － 

その他 2,188,639 2,327,886 

流動負債合計 13,174,589 13,892,584 

固定負債    

長期借入金 10,441,340 10,416,841 

役員退職慰労引当金 186,591 189,154 

環境対策引当金 9,633 10,747 

退職給付に係る負債 731,538 749,108 

資産除去債務 279,577 293,553 

その他 1,501,123 1,605,085 

固定負債合計 13,149,804 13,264,490 

負債合計 26,324,393 27,157,074 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,545,450 1,545,450 

資本剰余金 2,776,663 2,776,663 

利益剰余金 17,413,073 17,515,361 

自己株式 △308,687 △308,687 

株主資本合計 21,426,499 21,528,787 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 4,834 5,602 

為替換算調整勘定 73,213 58,998 

退職給付に係る調整累計額 △84,966 △80,674 

その他の包括利益累計額合計 △6,918 △16,073 

純資産合計 21,419,581 21,512,714 

負債純資産合計 47,743,975 48,669,789 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

売上高 5,997,478 6,523,768 

売上原価 3,498,171 3,837,735 

売上総利益 2,499,306 2,686,032 

販売費及び一般管理費 1,753,235 1,903,318 

営業利益 746,071 782,714 

営業外収益    

スクラップ売却収入 10,423 10,512 

企業立地奨励金 － 6,216 

その他 14,341 13,166 

営業外収益合計 24,765 29,895 

営業外費用    

支払利息 26,937 29,382 

支払手数料 13,418 3,418 

その他 5,052 8,641 

営業外費用合計 45,407 41,441 

経常利益 725,429 771,168 

特別損失    

固定資産売除却損 4,464 4,212 

特別損失合計 4,464 4,212 

税金等調整前四半期純利益 720,964 766,956 

法人税、住民税及び事業税 250,148 258,242 

法人税等調整額 85,435 70,741 

法人税等合計 335,583 328,983 

少数株主損益調整前四半期純利益 385,381 437,972 

四半期純利益 385,381 437,972 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 385,381 437,972 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △2,507 767 

為替換算調整勘定 29,836 △14,214 

退職給付に係る調整額 － 4,292 

その他の包括利益合計 27,328 △9,154 

四半期包括利益 412,709 428,817 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 412,709 428,817 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を、従業員の平均残存勤

務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単

一の加重平均割引率を使用する方法に変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四

半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が3,423千円増加し、利益剰余金が2,206千

円減少しております。また、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に

与える影響は軽微であります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度 

（平成26年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成26年６月30日） 

投資その他の資産 6,795千円 6,845千円 

 

  ２．手形債権流動化に伴う買戻し義務

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

買戻し義務 526,568千円 558,869千円

 

  ３．特定融資枠契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引先金融機関（銀行６行）とリボルビング・クレジッ

ト・ファシリティ（貸出コミットメント）契約を締結しております。

この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

貸出コミットメントの総額 5,000,000千円 5,000,000千円

借入実行残高 600,000 2,200,000

差引額 4,400,000 2,800,000

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成26年４月１日
至  平成26年６月30日）

減価償却費 940,345千円 1,188,012千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月13日

取締役会
普通株式 333,498 15.00 平成25年３月31日 平成25年６月20日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月14日

取締役会
普通株式 333,477 15.00 平成26年３月31日 平成26年６月23日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自平成25年４月１日 至平成25年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自平

成26年４月１日 至平成26年６月30日)

当社グループはユニットハウス事業を単一の報告セグメントとしており、その他の事業については、重要性

が乏しいため、セグメント情報の記載を省略しております。 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 17円33銭 19円70銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 385,381 437,972

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 385,381 437,972

普通株式の期中平均株式数（千株） 22,233 22,231

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

平成26年５月14日開催の取締役会において、平成26年３月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり

期末配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額              333百万円

② １株当たりの金額            15円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成26年６月23日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年８月11日

三協フロンテア株式会社 

取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 山岸 聡   印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 齋藤 祐暢  印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三協フロンテア

株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日か

ら平成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三協フロンテア株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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